
く問題IV-（呈） ：下水道〉

1. 下水道法に規定する公共下水道の『事業計爾に定めるべき事項』に関する記述として、

誤っているものを畠～dのなかから選びなさいa

a.排水施設（これを補完する施設を含む。）の配置、構造及び能力投びに点検の方法及

び頻度

b.終末処理場を設ける場介には、その配置、構造及び能力

c.流域下水道と接続する場合には、その接続する｛位置及び構造

d.終末処理場以外の処理施設（これを補完する施設を含む。）を設ける場合にl士、その

配置、構造及び能力

2幅 下水道法施行令に規定する『公共下水道に係る事業計函の協議の申出』において、必要

とされる添付書類に隠する記述として、誤っているものを昌～dのなかから濃びなさい。

a.予定処理区域及びその周辺の地域の地形及び土地利用の状況

b.計画下水量及びその算出の根拠

c.下水の放流先の状況

d.毎会計年度の工事費｛維持管理に要する費用を除く。）の予定額及びその予定財源

3属 新下水道ピジョンに関する記述として、誤っているものを昌～dのなかから選びなさい。

a.新下水道ビジョンは、管理運営時代の新たな下水道の政策体系を示すものとして、 7平

成2品年に策定された。

b.新下水道ピジョンは、『下水道の使命と長期ピジョンム『下水道長期ピジョン実現に

向けた中期計画』、および3年以内に平急に取り組むべき『短期計画』で構成されてい

る。

c.新下水道ピジョンでは、下水道が果たすべき究極の使命を『持続的発展が可能な社会

の構築に貢献』としている。

d.新下水道ピジョンでは、究極の使命を実現するための具体的な使命として、『循環型

社会の構築に貢献』、『強靭な社会の構築に貢献』、『新たな価値の創造に貢献ム『国際

社会に貢献』を示している。



4. 流域別下水道整備総合計画（以下、流総計函とする。｝！こ欝する記述として、正しいもの

を畠～dのなかから選びなさい。

a.流総計画l土、水質汚濁防止法に基づく水質環境基準の類型指定がなされている水域に

ついて、下水道法に基づいて策定される当該水域に係る下水道整備に関する総介的な

基本計画である。

b.流総計画の計画期間は、各都道府県の長期計画や人円予測が行われている年度等を勘

案して、基準年度から概ね1召～20年間程度を目安として定めることを原則とする。

c. 中期整備事項i土、流総計画策定後概ね5年毎に定期的に更新を行う。

d.栄養塩類循環のパランスを取る必要があることなどから水質環境基準以外の円擦を

定めた場合には、季節別の処理水質を定めてもよい。

5. 都道府県構想に関する記述として、誤っているものを昌～dのなかから選ぴなさい。

a.都道府県構想は、市街化区域において、各種汚水処理施設の整備投ぴに増大する施設

ストッタの長期的かつ効率的な運営管巡について、適切な役割分担の下、計画的に実

施していくために策定する。

b.検討単位区域とは、集合処理か個別処理かを検討する上での、一定の家屋集合体であ

る。

c.今後10年程度で汚水処理施設を概成するための整備内容等（アクションプラン）を明

らかにする。

＆住民等に対する汚水処理事業に関する理解を得るため、策定した都道府県構想につい

てのベンチマーク（指標）の公表を行い、都道府県構想の見える化を図る。

6. コストキャッブ裂下水道に関する記述として、誤っているものを誼～dのなかから選ぴな

さい。

a. コストキャップ型下水道とは、従来の下水道計画検討プロセスとは異なった新しいア

ブローチとして、厳しい地方財政を前提とした投資可能額等の整備目標を設定し、新

しい手段の活用を検討したうえで、持続的な下水道経営を円指すものである。

b. コストキャッブ型下水道の考え方に基づく下水道計画の策定にあたっては、早期概成

の視点や経営の観点から、各地方公共団体の実情に応じた整備日擦の判断指標となる

コストキャップ指擦を設定ナる。

c. コストキャッブ型下水道の考え方に基づく下水道計画の策定にあたっては、地方公共

同体の一般会計から下水道事業への繰出金は考慮しない。

d. コストキャップ型下水道の考え方に基づく下水道計画の策定にあたっては、米普及解

消手法として整備・運営管理手法や発注・契約方式を検討する。



7. 小規模下水道に関する記述として、 Eしいものを畠～dのなかから選びなさい。

a.小規模下水道とは、中小都市や農山漁村等において整備される規模の小さな下水道の

総称で、一つの下水道計画区域における計画汚水量が概ね10,OOOm＇／日以下の下水道

をいう。

b.小規模下水道では、処理場への流入水量、流入水質の日間変動が大規模な下水道に比

ベて小さい。

c.小規模下水道では一般的に工場の数が少ないため、工場排水量は見込まない。

d.小規模下水道では、近接する複数の処理場による汚泥処理の共同化を積械的に検討す

る。

喜剛 管巷ょの流量計算に隣する記述として、 iEしいものを昌～dのなかから選びなさい。

a. ＂°ニング式、クッター式におけるとう配は、理論的には管底こう配をとらなければな

らないが、背水等の影響はないもとのし、水面こう配を用いる。

b.粗度係数l土、？とえング式、クッタ一式ともに、鉄筋コンタヲート管きょ等の工場製品

及び現場打ち鉄筋コンクロート管きょの場合は0.010、硬質塩化ピニノレ管及び強化プ

ラスチック複合管の場合は0.013を標準とする。

c.ヘーゼン・ウィリアムス式の流速係数は、賄曲損失等を)'Jlj途計算する場合は130を襟

準とする。

d. 自然流下方式の合流管きょにおいては、最小流速はな 60m／秒、最大流速は3.0m／秒

程度とする。

主 伏越しに関する記述として、疋しいものを畠～dのなかから遊びなさい。

a.伏越し管きょは原則として複数とし、計画下水量を複数で流下させるものとするが、

維持管理のうえで特別な理由がある場合は、一方を予備とすることができる。

b.伏越し室には、ゲート、または角落しのほか、脱央設備を設ける。

c.伏越し管きょ内の流速は、上流管きょ内の流速の50%増しとする。

d.汚水管きょが河）11等を伏越しする場合、汚泥堆穏による管の閉塞を防止するため、非

常放流管きょを設けるのがよい。



10.マンホールの構造に関する記述として、正しいものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.下水道用鉄筋コンクリート製組立マンホールにおいては、接続する管きょの削孔同士

の間構（残り代）は内側面でlOcrn以上確保することが望ましい。

b.γンホールが深くなる場合には、維持管理上の安全面を考慮し、 10血ごとに踊り場（中

問スラブ）を設けることが望ましい。

c.高rj管は原貝ljとしてマンホールの内側に設置するが、施」；上の都合でマンホールの外側j

に設置する場合は、 2号マンホール以上の適用が望ましい。

d. ＂＇＜ ンホール内における上流管きょと下流管きよとの最小段差は5crn程度とする。

11. 管路布設に用いられる土留工法に関する記述として、誤っているものを昌～dのなかから

選びなさい。

a.軽量鏑矢板工法は、矢板が比較的軽量ーであり取扱いが容易である。

b.建込み簡易土留めi二法は、横断管等の埋設物が多い場所の施Lも容易である。

c.鏑矢板工法は水野性に後れてお号、軟弱地重量で湧水がある場合に採用される。

d.親ぐい横矢板工法は主に詳通地盤で地下水が少なく、ある鞍度自立ずる地盤に用いら

れる。

12.建設工事公衆災害防止対策要綱土木工事編に隠する記述として、誤っているものを畠～4

のなかから選びなさい。

a.本要綱は、土木i；事の施i；に当たって、当該L事の関係者以外の第三者に対する生命、

身体及び財産に関する危害並びに迷惑を防止するために必要な計画、設計及び施工の

基準を示すものである。

b.重要な仮設工事にあっては、原則として根入れ長は、杭の場合においては1.5m、鏑

矢板等の場合においては3.0mを下回ってはならない。

c. .！重要な仮設工事に用いる鏑矢板は、国型以上を様準とする。

d.切取り両にその箇所の土質に見合った勾配を保って掘削できる場合を除き、掘削の深

さが1.Omを越える場合には、原則として、土街工を施すものとする。



13.中大口径推進工法に関する記述として、正しいものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.刃n推進五法は、切羽と作業空間が掘進機の隔壁で仕切られており、掘進機のカッタ

ヘッドで掘削する工法である。

b.泥水式推進工法では、掘削した土砂は泥水と撹枠混作され、坑外へme体輸送される。

c.土庄式推進工法は、掘進機のチャンパ内に高濃度泥水を充満させることにより、切羽

の安定を図りながら、掘削、推進する」；法である。

d.泥濃式推進工法では、掘削した土砂はスクリュコンベヤで坑外に排出される。

14.管路飽設の耐震設計I：：：関する記述として、誤っているものを昌～dのなかから選ぴなさい。

a. 『議婆な幹線等』は、レベル1地震動に対して、許容応カ度法あるいは使用限界状態

設計法によって耐震設計を行い、レベル2地震動に対しでは終局限界状態設計法によ

り照査する。

b. 『その他の管路』は、レベル1地震動に対して許容応カ度法あるいは使用限界状態設

計法によって耐震設計を行う。

c.液状化の判定i土、n重要な管渠』、『その他の管路』ともにレベル2地震動に対して行うo

d.差し込み継手構造の小口径内形管きょ｛中700阻以下｝の耐震計算は、一定の地盤条

件等を満足すれば地震動に対する照査は省略することができる。

15. 『下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン（2015年版）』の用語の

定義として、正しいものを畠～dのなかから選ぴなさい。

a.保守とは、定期的に行う消耗品の確認、補充及び交換や、異状が発見された場合に行

う軽微な調整・修理・取事幸等を行う活動である。

b.点検とは、施設・設備の健全度評価や予測のため、定量的に劣化の実態や動向を確認

することである。

c.調査とは、施設・設備の状態を把握するとともに、異状の有無を穣認することである。

ι診断とは、保守活動を踏まえ、健全度や緊急度を判定することである。



16.下水道事業のストックマネジメントに関する記述として、誤っているものを畠～4のなか

から選ぴなさいa

a. 『予防保全』とは、施設・設備の寿命を予測し、異状や故障にき亘る書官に対策を実施す

る管理方法で、状態監視保全と時間計画保全がある。

b. 『事後保全』とは、施設＠設備の異状の兆候｛機能低下等）や故療の発生後に対策を

行う管理方法。

c. 『ライブサイタルコスト（LCC）』とは、施設・設備における新規整備、改築等を含め

た整備費用の総計。

d. 『ヲスクの大きさ』は「事故・故障の発生確率Jと「事故・故障が発生したときの被

害規模Jの組み合わせで評価する。

17.下水道事業のストックマネジメントに関する記述として、誤っているものを畠～4のなか

から選ぴなさい。

a.施設情報の収集・整理においては、改築計画の策定に必婆な情報を収集・整理するo

b. ワスク評価においては、点検・調査及び修繕ー改築の優先j慎佼等を設定ナるために、

リスタを特定し、結設の重要度に基づく被害規模（影響度）及び発生確率（不具合の

起こりやすさ）を検討し、リスク評価を行う。

c.長期的な改築事業のシナリオ設定にあたっては、普及促進に伴う施設整備、地震・津

波対策及び浸水対策等の機能向上の事業量、事業費、実施時期との調整や、人口減少

や宣告水怠“識の向上等に伴う処理水量の減少を反映し、既存ストッタ規模を適正化する

ことが重要である。

d.事業計画を勘案し、 5～7年程度を目安に、施設管理の実績に対する評価を行う。施設

管理の日擦が達成できなかった場合や、点検・調査及び修繕・改築の計画値と実績値

に事離があった場合等にl士、その原因を分析し、円標値や計画催を見直す。



18.公共下水道又i主流域下水道｛以下において『公共下水道等」という。〕の維持又は修繕

に関する記述として、誤っているものを畠～4のなかから選びなさい。

a.公共下水道等の構造又は維持若しくは修繕の状況、公共下水道等に流入する下水の量

又は水質、公共下水道等の存十る地繊の気象の状況その他の状況を勘案して、適切な

時期に、公共下水道等の巡視を行い、及び清掃、しゅんせつその他の公共下水道等の

機能を維持するために必要な措置を講ずる。

b.点検は、下水の貯留その他の原凶により腐食するおそれが大きいものとして凶土交通

省令で定める排水；総設にあっては、 f年に一回以上の頻度で行う。

c.点検その他の方法により公共下水道等の損傷、腐食その他の劣化その他の異状がある

ことを把握したときは、公共下水道等の効率的な維持及び修繕が図られるよう、必要

な措置を講ずる。

d.災害の発生時において、公共下水道等の構造等を勘案して、速やかに、公共下水道等

の巡視を行い、損傷その他の異状があるととを把握したときは、可搬式排水ポンプ又

は仮設消毒池の設置その他の公共下水道等の機能を維持するために必要な応急措置

を講ずる。

19.ポンプ場のスクリーン！こ関する記述として、誤っているものを昌～dのなかから選びなさ

し、。

a.スクローンの形式は、一般にはず。鎖製格子型のパースクリーンが用いられる。すr:鍛板

の有効間隔｛円幅）は、ポンプ口径の大小に応じて設定する。

b.スクローンの通過流速は、計画下水量に対して3.0m／秒程度とする。

c.スクローンかす発生量は、処理区内の流域の状況、下水道の整備状況によ号判断する

必要がある。また改築の場介は既設設備での過去の発生実績等を参考にする。

d. スクローンの強度は、通常、前後の水位差を1.Om程度にとって計算する。

20.汚水調整池に鶴する記述として、誤っているものを誼～dのなかから選ぴなさい。

a.汚水調整池を処理過程に組み込む方法には、［事：列方式｛インライン方式）と並列方式

（サイドライン方式）とがある。

b.池容量l土、時間最大汚水量が日間ずー均値に対して2.0倍以下になることを目安に、処

理施設への流入負荷量のネ準化に配慮するとともに、建設費等を考慮して定める。

c. 池！~I土、かくはん装置を設ける。

d.池からの流出水は、自然流下で説：砂池に戻すか、又はポンプで最初沈殿池、反応タン

クに送水する。



21.活性汚泥の解体の原因に関する記述として、誤っているものを畠～4のなかから選びなさ

L、。
a.活性汚泥のブロックは、主に生物的な凝集体であるため、ブロックの強度は弱く、過

剰なエアレーシ宮ンによって破壊されることがある。

b. BOD-SS負荷が撮端に低い場合、活性汚泥が過度に酸化されるため解体することがあ

る。

c.硝化によって高濃度の硝酸性窒素が生成すると pHが上昇し、解体を生じにくくなる。

ι流入下水の組成が急激に変化したとき、活性汚泥を構成するや品物の組成が変化寸る過

穏で、一時的に解体状態になることがある。

22.標準活性汚泥法の最終沈殿池に関する記述として、誤っているものを昌～dのなかから選

びなさい。

a.水面積負荷l士、計画Hl最大汚水量に対して、 8～12m3/(m2・日｝を標準とする。

b.池の有効水深i土、 2.5～4.0mを様準とする。

c.池の余裕高は、 50cm程度を標準とする。

d.流出せきの越流負荷は150m3/(m’日）程度を標準とする。

23.修景用水利用施設及び親水用水利用施設に閲する記述として、誤っているものを畠～dの

なかから選びなさいお

a.藻類増殖抑制の観点から、再生水中の有機物の低減を検討する。

b.再生水利用施設の美観を維持するため、再生水利用施設の構造及び運用面での補完的

な配慮を検討ナる。

c.再生水利用範設の快適性を維持するために施設の配置について検討する。

d.省エネルギー、省カ化の観点から再生水利用施設の稼動サイクノレを検討する。

24.膜分離活性汚泥法の特徴に関する記述として、誤っているものを誼～dのなかから選ぴな

さい。

a.最初沈殿池、最終沈殿池、消毒施設は必婆ない。

b.流入水量変動に対応するため、流量誠整タンクが必要である。

c.処理水中にSSが検出され、透視度が低い処理水が得られる。

d. SRTが長いため、処理過程で硝化反応が起こりやすい。



25.嫌気一好気活性汚泥法の反応タンクの管理に欝する記述として、誤っているものを串～dの

なかから選びなさいa

a. りん除去は、りんの濃度を高めた活性汚泥を余剰汚泥として引き抜くことによって水

処理系内からちんを除去する方法であるため、一定量以上の余剰汚泥を穣保する必要

がある。

b.好気タンクでは、溶存酸素が不足すると有機物の分解や汚泥のりん摂取が阻害される

ので、好気タンク末端にDO計を設置し、溶存酸素濃度の管理を行う。

c.嫌気タンクでは、溶存酸素やNOx-Nが存在すると活性汚泥からのりん放出が吟じにく

くなるので、嫌気状態の保持が非常に藍要である。

d.硝化を抑制した場合、返送汚泥により嫌気タンクにNO,-N又は∞が持ち込まれ、嫌気

タンクでのりん放出が不十分になる場合がある。

26.汚泥消化設備の運転指標として、誤っているものを誼～dのなかから選びなさい。

a.消化率

b.消化日数

c.汚泥界面

＆ガス発生率

27.汚泥脱水の日常点検に践する記述として、誤っているものを昌～dのなかから選ぴなさい。

a.軸受、スクレーパ等の磨耗、損傷部品の交換をする。

b.貴重動機、減速機等の運転時の異音、異常振動、発熱の有無を確認する。

c.機器の運転条件を確認寸る。

d.ポンプ、減速機等の泊量、油漏れ、汚れの確認をする。

28.汚泥コンポストに関する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選びなさい。

a. コンポスト化施設の基本プロセスは、「前調整、製品化jである。

b.前調整でi士、良好なコンポスト化を進めるために、通気性の改善、含水率の調整及び

問調整を行う。

c.発酵工穏では有機物の分解と水分の蒸発が進行するが、一般にその反応過程は一次発

酵と二次発酵に区分されている。

d.発酵槽の形式は、堆積形及び横形、立形があり、周辺環境に与える影響を十分、考慮

の告え可能な限り簡易なものとする。



29.下水汚泥のヱネルギー化技術に関する記述として、誤っているものを畠～dのなかから選

ぴなさい。

a.下水汚泥の有効利用｛ロサイタル）率は80%近くに達するまでに成型組みが進展して

きたが、建設資材利用といったγテリアル利用が中心であり、バイオマスとしての特

徴を生かした利用は少ないのが現状である。

b.下水汚泥エネルギー化率l土、平成24年度で約50%である。

c.下水道における汚泥処分費、使用電力・燃料費は下水道維持管理費において、それぞ

れ全体の約5%、約10%を占め、これらの縮減が持続的な下水道事業の経営のために

必要である。

4 下水道からの混室効果ガスの排出状況を踏まえれば、すべての下水処理場において、

より著実な温室効果ガス排出量の削減対策を早急に絞っていく必要がある。

30割下水道事業運営における ICT活用の位置づけに関する記述として、誤っているものを昌～

dのなかから濃びなさい。

a. ICTは、下水道事業運営の経営資源の「見える化」を図るための有力なツールとして

位置づけられるe

b.下水道事業運営に関する情報のICTによる「見える化」を図ることにより、経営の効

率化・レベルアップや良好な水環境などの住民サーピス提供の向上など効率的な下水

道事業運営を実現するとともに、適切かつ効率的な施設管理や、災害時における被災

状況の早期把握・復旧支援の迅速化など世界一安全で災害に強いインブラの構築を図

ることができる。

c. ICTの活用で業務の効率化が進むととで、人的作業は政策判断や経営判断などのマネ

ジメントや技術開発など、安全で創造的な業務に集中させることができる。

d. IC寸分野は段階的に規模を拡大するととが難しいため、当初から必要最大限のICTを導

入することが、 ICT導入をスムーズに運ぶための有効な手段である。




